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令 和 ６ 年 度

補　正　予　算　資　料

あ き る 野 市 一 般 会 計 補 正 予 算

あ き る 野 市 秋 多 都 市 計 画 事 業 武 蔵 引 田 駅
北 口 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算

東京都あきる野市





１　会計別予算規模

（単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）

34,572,380 917,346 35,489,726 34,572,380

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 8,346,161 0 8,346,161 8,346,161

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,639,075 0 2,639,075 2,639,075

介 護 保 険 特 別 会 計 7,642,514 0 7,642,514 7,642,514

戸 倉 財 産 区 特 別 会 計 3,436 0 3,436 3,436

テレビ共同受信事業特別会計 41,791 0 41,791 41,791

秋多都市計画事業武蔵引田駅
北口土地区画整理事業特別会計

1,243,788 0 1,243,788 1,243,788

小　　　計 19,916,765 0 19,916,765 19,916,765

下 水 道 事 業 会 計 4,355,679 0 4,355,679 4,355,679

小　　　計 4,355,679 0 4,355,679 4,355,679

58,844,824 917,346 59,762,170 58,844,824

※下水道事業会計の予算規模は、支出予算の総額を表記している。

区　　　分

一 般 会 計

合　　　計

※秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計については、歳出予算の組み替えのみで

　あり、補正額はない。
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２　一般会計補正予算の状況 　　　　　

（単位：千円）

1 市 税 11,262,070 0 11,262,070 11,262,070

2 地 方 譲 与 税 194,534 0 194,534 194,534

3 利 子 割 交 付 金 18,696 0 18,696 18,696

4 配 当 割 交 付 金 125,531 0 125,531 125,531

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 129,564 0 129,564 129,564

6 法 人 事 業 税 交 付 金 264,114 0 264,114 264,114

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,999,654 0 1,999,654 1,999,654

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 66,290 0 66,290 66,290

9 環 境 性 能 割 交 付 金 52,712 0 52,712 52,712

10 地 方 特 例 交 付 金 464,341 0 464,341 464,341

11 地 方 交 付 税 4,932,857 0 4,932,857 4,932,857

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 11,677 0 11,677 11,677

13 分 担 金 及 び 負 担 金 136,230 0 136,230 136,230

14 使 用 料 及 び 手 数 料 446,814 0 446,814 446,814

15 国 庫 支 出 金 5,178,507 912,664 6,091,171 5,178,507

16 都 支 出 金 6,205,542 4,682 6,210,224 6,205,542

17 財 産 収 入 120,831 0 120,831 120,831

18 寄 附 金 27,600 0 27,600 27,600

19 繰 入 金 495,111 0 495,111 495,111

20 繰 越 金 300,000 0 300,000 300,000

21 諸 収 入 816,183 0 816,183 816,183

22 市 債 1,323,522 0 1,323,522 1,323,522

34,572,380 917,346 35,489,726 34,572,380

（１）歳入

合　　　計

区　　　分 補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）
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（２）歳出
（単位：千円）

1 議 会 費 280,870 0 280,870 280,870

2 総 務 費 3,163,433 4,682 3,168,115 3,163,433

3 民 生 費 16,257,781 912,664 17,170,445 16,257,781

4 衛 生 費 3,598,080 0 3,598,080 3,598,080

5 労 働 費 1 0 1 1

6 農 林 水 産 業 費 422,965 0 422,965 422,965

7 商 工 費 802,656 0 802,656 802,656

8 土 木 費 2,525,893 0 2,525,893 2,525,893

9 消 防 費 1,182,569 0 1,182,569 1,182,569

10 教 育 費 4,016,746 0 4,016,746 4,016,746

11 災 害 復 旧 費 64,240 0 64,240 64,240

12 公 債 費 2,227,146 0 2,227,146 2,227,146

13 予 備 費 30,000 0 30,000 30,000

34,572,380 917,346 35,489,726 34,572,380合　　　計

区　　　分 補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）
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３　特別会計補正予算の状況 　　　　　

秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）

1 区 画 整 理 費 1,195,901 0 1,195,901 1,195,901 

2 公 債 費 47,887 0 47,887 47,887 

1,243,788 0 1,243,788 1,243,788 

※歳出予算の組み替えのみであり、補正額はない。

区　　　分

合　　　計
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４　一般会計補正予算の概要（事業別）
（単位：千円）

12

01
03
10 需用費
11 役務費
12 委託料
18

５　特別会計補正予算の概要（事業別）

秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計 （単位：千円）

14
18

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

02 04 03 01 東京都知事選挙執行経費 選挙管理委員会事務局

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 48,735 48,735 0

補 正 額 4,682 4,682 0

補正後額 53,417 0 53,417 0 0 0

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

委託料 4,682

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

03 01 01 25 新たな経済に向けた給付金・定額減税一体支援事業経費 生活福祉課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 0 0

補 正 額 912,664 912,664 0

補正後額 912,664 912,664 0 0 0 0

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

報酬 2,398
職員手当等 7,620

919
8,127

28,600
負担金補助 865,000
及び交付金

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

01 02 01 01 武蔵引田駅北口土地区画整理事業経費 区画整理推進室

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 1,133,482 62,000 17,750 477,800 521,868 54,064

補 正 額 0 0

補正後額 1,133,482 62,000 17,750 477,800 521,868 54,064

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

工事請負費 △ 45,276
負担金補助 45,276
及び交付金

科　目

科　目

科　目

　ポスター掲示場の区画数について、東京都選挙管理委員会より、当初予定して
いた30面から48面に増やすとの指示があったことを踏まえ、ポスター掲示場設置
及び撤去委託料を追加する。

　国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に盛り込まれた、「低所得者支
援及び定額減税を補足する給付」の実施に当たり、令和6年度から新たに個人住民
税が非課税となった世帯及び均等割のみの課税となった世帯に対して10万円の給
付を行う。さらに、当該世帯において18歳以下の児童を扶養する場合は、1人当た
り5万円の加算給付を行う。
　また、定額減税の実施に当たり、減税前の税額が少なく、定額減税の恩恵を十
分に受けられないと見込まれる方に対し、その差額を調整する給付を行うため、
必要な経費を計上する。

〔給付対象数〕
  新たな個人住民税非課税及び均等割のみの課税世帯…2,500世帯
  子ども加算（18歳以下）…300人
　定額減税調整給付…15,000人

　電線共同溝連系設備設置工事について、市による直接施工を想定していたが、
調整の結果、事業者が負担金工事として実施することとなったため、予算科目を
工事請負費から負担金に組み替える。
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